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週休２日制工事の試行実施要領 

 

 

１ 試行対象工事 

全ての工事を対象に、原則として現場閉所により週休２日を確保する週休２日制工

事（現場閉所型）を適用する。 

なお、社会的要請や現場条件の制約等により現場閉所を行うことが困難な工事につ

いては、現場代理人、技術者及び技能労働者（以下「現場代理人等」という。）が交

替しながら各人が週休２日を確保する週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）を適

用する。   

 

２ 週休２日の考え方  

（１）週休２日制工事（現場閉所型） 

ア 月単位の週休２日とは、現場施工期間において、全ての月ごとに４週８休以上の

現場閉所を行ったと認められることをいう。  

通期の週休２日とは、現場施工期間において、４週８休以上の現場閉所を行った

と認められることをいう。 

イ 現場施工期間は、工事着手日から工事完成日までの期間とするが、そのうち、年

末年始６日間及び夏季休暇３日間、工場製作のみの期間、工事全体の一時中止期間、

受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間などは含まない。  

ウ 月単位の４週８休以上とは、現場施工期間内の全ての月ごとの現場閉所日数の割

合（以下、「現場閉所率」という。）が、28.5％（８日/28 日）以上の水準に達する

状態をいう。ただし、暦上の土曜日・日曜日の日数の割合が 28.5％に満たない月に

おいては、当該月の土曜日・日曜日の合計日数以上の現場閉所を行っている状態を

いう。 

通期の４週８休以上とは、現場施工期間内の現場閉所率が、28.5％（８日/28 日）

以上の水準に達する状態をいう。 

なお、降雨、降雪等による予定外の現場閉所日についても、現場閉所日数に含め

るものとする。 

エ 現場閉所日とは、巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業を行う場

合を除き、現場事務所での事務作業を含めて１日を通して現場や現場事務所が閉所

された状態をいう。 

（２）週休２日制工事（現場非閉所型・交替制） 

ア 月単位の週休２日とは、現場施工期間において、全ての月ごとに現場代理人等が

交替しながら各人が４週８休以上の休日確保を行ったと認められることをいう。 



通期の週休２日とは、現場施工期間において、現場代理人等が交替しながら各人

が４週８休以上の休日確保を行ったと認められることをいう。 

イ 現場施工期間は、工事着手日から工事完成日までの期間とするが、そのうち、年

末年始６日間及び夏季休暇３日、工場製作のみの期間、工事全体の一時中止期間、

受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間などは含まない。 

ウ 月単位の４週８休以上とは、現場施工期間内に１週間以上現場に従事した現場代

理人等の各人について、現場施工期間内における全ての月ごとの休日日数の割合

（以下、「休日率」という。）が28.5％（８日/28日）以上の水準に達する状態を

いう。ただし、暦上の土曜日・日曜日の日数の割合が28.5％に満たない月において

は、休日日数が当該月の土曜日・日曜日の合計日数以上となっている状態をいう。 

なお、休日率の算定にあたっては、工事に一時的に従事した技術者及び技能労働

者は対象外とする。 

通期の４週８休以上とは、現場施工期間内に１週間以上現場に従事した現場代理

人等の各人について、現場施工期間内における休日日数の割合が28.5％（８日/28

日）以上の水準に達する状態をいう。 

なお、降雨、降雪、荒天等による予定外の休日についても、休日日数に含めるも

のとする。 

エ 休日の確認対象は、施工体制台帳に記載された建設会社等のすべての技術者等と

し、休日取得状況を確認するものとする。 

 

３ 試行のタイプ     

発注者指定方式により発注することを原則とするが、現場条件等からこれにより難

い場合は、受注者希望方式で発注することができる。 

（１）発注者指定方式 

発注者が月単位の週休２日に取り組むことを指定する方式（通期の週休２日は必須） 

（２）受注者希望方式 

受注者が、工事着手前に、発注者に対して月単位の週休２日に取り組む旨を協議し

たうえで取り組む方式（通期の週休２日は必須）  

 

４ 工期の設定  

週休２日制工事における工期の設定に当たっては、工種の区分等に応じて、「建設

工事における適正な工期設定等のためのガイドライン改訂について」（平成 30 年７月

５日付け環境会発第 1807057 号）別添「建設工事における適正な工期設定等のための

ガイドライン改訂について」（平成 30 年７月２日付け国土入企第 13－１号）または

「『直轄土木工事における適正な工期設定指針』の一部改定について（通知）」（令和

４年５月 10 日付け環境会発第 2205107 号）別添「『直轄土木工事における適正な工期



設定指針』の一部改定について」（令和４年３月 28 日付け国技建管第 24 号）に示さ

れた適正な工期設定に係る事項を考慮し、以下に留意して行うものとする。 

 

（１）工期設定の検討方法  

（一社）日本建設業連合会の建築工事適正工期算定プログラム等の各種プログラム

を利用する場合は、過去の類似工事実績と比較して工期が妥当であることを確認し、

当該工事の特性を踏まえ必要に応じ修正するものとする。  

なお、プログラムについては常に最新のバージョンを使用すること。  

（２）適切な作業及び施工期間の設定  

工期の設定に当たっては、計画通知等の許可申請、施工準備、各施工段階、各種検

査、後片付け及び清掃期間等のクリティカルとなる期間を適切に見込むものとする。  

なお、施工準備期間は、工事の特性及び実績を勘案し、30 日から 90 日の間で、必

要な日数を設定する。また、施工終了後の期間は 20 日間を最大として必要な日数を

設定する。  

（３）後工程への配慮  

内装工事、設備工事、舗装工事等の後工程についても適切な施工期間を設定し、全

体のしわ寄せをしないよう配慮する。 

（４）その他 

ア 工期設定に必要となる現場条件について、必要に応じて設計図書へ明示するよう

務めるものとする。 

イ 設計変更に伴い工期延期する場合においても、指針等に基づき適切に変更する。 

 

５ 工事工程の共有  

（１）試行工事において、受発注者間で工事工程のクリティカルパスを共有し、工程に

影響する事項がある場合には、その事項の処理対応者を明確にするものとする。  

（２）円滑な協議を行うため、施工当初において工事工程（特にクリティカルパス）と

関連する案件の処理期限（誰がいつまでに処理し、どの作業と関連するのか）につ

いて、受発注者で共有するものとする。  

（３）工事工程は、発注時の設計図書や発注者から明示される事項を踏まえ、受注者が

作成することとし、その旨を特記仕様書に明示するものとする。  

（４）工事工程の共有に当たっては、必要に応じて下請け業者（専門工事業者等の技術

者等）を含めるなど、共有する工程が現場実態にあったものとなるよう配慮するも

のとする。  

（５）工程に変更が生じた場合には、その要因と変更後の工事工程について受発注者間

で共有すること。また、工程の変更理由が受注者の責によらない場合は、適切に工

期の変更を行うものとする。 



なお、発注者側の理由により工期の変更ができない場合は、受発注者間で協議の

上措置する。 

 

６ 工事費の補正 

（１）積算方法 

工事費に、以下に掲げる区分に応じて定める補正係数を乗じるものとする。なお、

土木工事に係る市場単価方式における週休２日の補正については、「市場単価方式に

よる週休２日の取得に要する費用の計上について（試行）」（令和６年３月６日付け国

技建管第９号）によるものとし、土木工事標準単価における週休２日の補正について

は、「土木工事標準単価による週休２日の取得に要する費用の計上について（試行）」

（令和６年３月６日付け国技建管第 10 号）によるものとする。また、建築・設備工

事に係る市場単価方式における週休２日の補正については、「営繕工事における週休

２日促進工事の実施及び積算方法等の改定について（通知）」（令和６年６月３日付け

環境会発第 2406033 号）別添「営繕工事における週休２日促進工事の実施に係る積算

方法等の運用について（改定）」（令和６年３月２２日付け国営積第 13 号）によるも

のとする。 

 

ア 週休２日制工事（現場閉所型） 

対象期間内の現場閉所率に応じて、以下のとおり、それぞれの経費に補正係数を乗

じるものとする。 

 

① 月単位の週休２日（現場閉所率 28.5％以上）の場合 

 土木工事 建築・設備工事 

労務費 １．０４ １．０４ 

機械経費（賃料） １．０２ － 

共通仮設費率 １．０３ － 

現場管理費率 １．０５ － 

 

② 通期の週休２日（現場閉所率 28.5％以上）の場合 

 土木工事 建築・設備工事 

労務費 １．０２ １．０２ 

機械経費（賃料） １．０２ － 

共通仮設費率 １．０２ － 

現場管理費率 １．０３ － 



 

イ 週休２日制工事（現場非閉所型・交替制） 

対象期間内の休日率に応じて、以下のとおり、それぞれの経費に補正係数を乗じる

ものとする。 

 

① 月単位の週休２日（休日率 28.5％以上）の場合 

 土木工事 建築・設備工事 

労務費 １．０４ １．０４ 

現場管理費率 １．０３ － 

 

② 通期の週休２日（休日率 28.5％以上）の場合 

 土木工事 建築・設備工事 

労務費 １．０２ １．０２ 

現場管理費率 １．０１ － 

 

（２）補正方法 

ア 週休２日制工事（現場閉所型） 

① 発注者指定方式の場合  

入札説明書等において月単位の週休２日に取り組む旨を明記するとともに、月単位

の４週８休以上の達成を前提とした補正係数を各経費に乗じたうえで予定価格を作成

するものとする。 

なお、現場閉所の達成状況を確認後、月単位の４週８休に満たないものは、通期の

週休２日の補正係数に変更し、請負代金額を減額変更するものとする。通期の４週８

休に満たないものについては、通期の週休２日の補正係数を除した変更を行うものと

する。 

また、提出された工程表が月単位の週休２日又は通期の週休２日の取得を前提とし

ていないなど、明らかに受注者側に月単位の週休２日又は通期の週休２日に取り組む

姿勢が見られなかった場合については、必要に応じ、工事成績評定要領に基づく点数

を減ずる措置を行うものとする。 

② 受注者希望方式の場合 

入札説明書等において、受注者が工事着手前に発注者に対して月単位の週休２日の

取組について協議することを明記するとともに、月単位の４週８休以上の現場閉所を

達成した場合の補正係数を各経費に乗じたうえで予定価格を作成するものとする。 



なお、現場閉所の達成状況を確認後、月単位の４週８休に満たないもの及び工事着

手前に月単位の週休２日に取り組むことについて協議が整わなかったもの（受注者が

月単位の週休２日の取組を希望しないものを含む。）は、通期の週休２日の補正係数

に変更し、請負代金額を減額変更するものとする。通期の４週８休に満たないものに

ついては、通期の週休２日の補正係数を除した変更を行うものとする。 

また、工事着手前に月単位の週休２日に取り組むことについて協議が整わなかった

もの（受注者が月単位の週休２日の取組を希望しないものを含む。）については、契

約締結後における直近の変更契約時に合わせて、通期の週休２日の補正係数への変更

を行うものとする。 

提出された工程表が通期の週休２日の取得を前提としていないなど、明らかに受注

者側に通期の週休２日に取り組む姿勢が見られなかった場合については、必要に応じ、

工事成績評定実施要領に基づく点数を減ずる措置を行うものとする。なお、月単位の

週休２日に関する点数を減ずる措置は行わない。 

イ 週休２日制工事（現場非閉所型・交替制） 

① 発注者指定方式の場合 

入札説明書等において、現場代理人等が交替しながら月単位の週休２日以上の休日

の確保に取り組む旨を明記するとともに、月単位の４週８休以上の達成を前提とした

補正係数を各経費に乗じたうえで予定価格を作成するものとする。 

なお、休日率の達成状況を確認後、月単位の４週８休に満たないものは、通期の週

休２日の補正係数に変更し、請負代金額を減額変更するものとする。通期の４週８休

に満たないものについては、通期の週休２日の補正係数を除した変更を行うものとす

る。 

また、提出された工程表が月単位の週休２日又は通期の週休２日の取得を前提とし

ていないなど、明らかに受注者側に月単位の週休２日又は通期の週休２日に取り組む

姿勢が見られなかった場合については、必要に応じ、工事成績評定要領に基づく点数

を減ずる措置を行うものとする。 

② 受注者希望方式の場合 

入札説明書等において、受注者が工事着手前に発注者に対して現場代理人等の交替

制による月単位の週休２日以上の休日の確保の取組について協議することを明記する

とともに、月単位の４週８休以上を達成した場合の補正係数を各経費に乗じたうえで

予定価格を作成するものとする。 

なお、休日率の達成状況を確認後、月単位の４週８休に満たないもの及び工事着手

前に月単位の週休２日に取り組むことについて協議が整わなかったもの（受注者が交

替制による月単位の週休２日の取組を希望しないものを含む。）は、通期の週休２日

の補正係数に変更し、請負代金額を減額変更するものとする。通期の４週８休に満た

ないものについては、通期の週休２日の補正係数を除した変更を行うものとする。 



また、工事着手前に月単位の週休２日に取り組むことについて協議が整わなかった

もの（受注者が月単位の週休２日の取組を希望しないものを含む。）については、契

約締結後における直近の変更契約時に合わせて、通期の週休２日の補正係数への変更

を行うものとする。 

提出された工程表が現場代理人等の交替制による通期の週休２日の取得を前提とし

ていないなど、明らかに受注者側に通期の週休２日に取り組む姿勢が見られなかった

場合については、必要に応じ、工事成績評定実施要領に基づく点数を減ずる措置を行

うものとする。なお、月単位の週休２日に関する点数を減ずる措置は行わない。 

 

７ １ヶ月ごとの４週８休以上の実施について 

受注者が週休２日に取り組む場合、月単位の週休２日又は通期の週休２日に係わら

ず、建設業の働き方改革を推進する観点から、受注者は毎週土日の現場閉所または全

ての現場代理人等による月毎の４週８休以上の休日取得が達成できるよう努めるもの

とし、発注者はこれを要請する。 

 

８ 入札公告から工事完了後までの流れ 

（１）週休２日制工事（現場閉所型）の場合 

ア 発注時  

入札公告、入札説明書及び特記仕様書に当該工事が週休２日制工事（現場閉所型）

の対象工事であることを記載するものとする。  

イ 施工時 

監督職員は、現場閉所率を確認できる資料等（現場閉所実績が記載された工程表や

休日等の作業連絡記録、安全教育・訓練等の記録資料等）について月１回程度を目安

として受注者に提示を求め、取組の状況を確認するものとする。取組の状況が十分で

ない場合は、受発注者双方において要因を分析し、改善に取り組むものとする。 

ウ 完成時 

① 受注者は別紙様式第１「現場閉所実績報告書」を作成し、監督職員へ提出するも

のとする。 

② 監督職員は、現場閉所実績報告書により現場施工期間内における現場閉所日数等

を確認し、月単位の週休２日を達成できない場合は、補正した労務費等を請負代金

額の変更により減額するものとする。 

 

（２）週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）の場合 

ア 発注時  

入札公告、入札説明書及び特記仕様書に当該工事が週休２日制工事（現場非閉所

型・交替制）の対象工事であることを記載するものとする。 

イ 施工時 



監督職員は、休日率を確認できる資料等（休日取得実績が記載された工程表や休日

等の作業連絡記録、安全教育・訓練等の記録資料等）について月１回程度を目安とし

て受注者に提示を求め、取組の状況を確認するものとする。 

取組の状況が十分でない場合は、受発注者双方において要因を分析し、改善に取り

組むものとする。 

ウ 完成時 

① 受注者は別紙様式第２「休日取得実績報告書」を作成し、監督職員へ提出するも

のとする。 

② 監督職員は、休日取得実績報告書により現場施工期間内における休日取得日数等

を確認し、月単位の週休２日を達成できない場合は、補正した労務費等を請負代金

額の変更により減額するものとする。 

 

９ 入札公告、入札説明書及び工事特記仕様書の記載例 

（１）週休２日制工事（現場閉所型）の場合 

ア 入札公告   

入札公告の１工事概要（７）の次に以下の文書を記載する。ただし、「見積活用方

式」及び「電子入札対象」に関する記載がある場合は、それらの次に記載する。  

 

（○） 本工事は、現場閉所により週休２日を確保する｢週休２日制工事（現場閉所

型）※【（発注者指定型）又は（受注者希望型）】」の対象工事である。 

※【 】は、（発注者指定型）又は（受注者希望型）のいずれかを記載する。  

  

イ 入札説明書  

入札説明書の３工事概要（６）の次に以下の文書を記載する。ただし、「見積活用

方式」に関する記載がある場合は、その次に記載する。    

（○） 本工事は、現場閉所により週休２日を確保する「週休２日制工事（現場閉所

型）※【（発注者指定型）又は（受注者希望型）】」の対象工事である。入札時に

おいては、当初の予定価格から現場施工期間内における全ての月ごとの現場閉所

日数の割合が４週８休（28.5％（８日／28 日））以上を満たすことを前提に、労

務費等を補正することにより工事費を積算する。 

週休２日の考え方は下記のとおりである。  

ア 月単位の週休２日とは、現場施工期間内において、全ての月ごとに４週８休

以上の現場閉所を行ったと認められることをいう。 

通期の週休２日とは、現場施工期間において、４週８休以上の現場閉所を行

ったと認められることをいう。  



イ 現場施工期間は、工事着手日から工事完成日までの期間とするが、そのう

ち、年末年始６日間及び夏季休暇３日間、工場製作のみの期間、工事全体の一

時中止期間、受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間などは含まな

い。  

ウ 月単位の４週８休以上とは、現場施工期間内における全ての月ごとの現場閉

所日数の割合が 28.5％（８日／28 日）以上の水準に達する状態をいう。ただ

し、暦上の土曜日・日曜日の日数の割合が 28.5％に満たない月においては、当

該月の土曜日・日曜日の合計日数以上の現場閉所を行っている状態をいう。  

通期の４週８休以上とは、現場施工期間内の現場閉所日数の割合が 28.5％

（８日／28日）以上の水準に達する状態をいう。  

なお、降雨、降雪、荒天等による予定外の現場閉所日についても、現場閉所

日数に含めるものとする。 

エ 現場閉所日数とは、巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業を

行う場合を除き、１日を通して現場や現場事務所が閉所された日をいう。  

オ 月単位の週休２日を達成できない場合において、通期の週休２日を達成した

場合は、補正係数を変更し、通期の週休２日を達成できない場合は、補正係数

を除し、補正した労務費等を請負代金額の変更により減額する。 

※【 】は、（発注者指定型）又は（受注者希望型）のいずれかを記載する。  

 

ウ 工事特記仕様書 

   工事特記仕様書に、以下の文書を記載する。 

〇１ 本工事は、建設工事における週休２日制工事（現場閉所型）の対象工事である。  

 

２ 週休２日の考え方  

（１）月単位の週休２日とは、現場施工期間において、全ての月で４週８休以上の現

場閉所を行ったと認められることをいう。  

（２）現場施工期間は、工事着手日から工事完成日までの期間とするが、そのうち、

年末年始６日間及び夏季休暇３日間、工場製作のみの期間、工事全体の一時中止

期間、受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間などは含めない。  

（３）月単位の４週８休以上とは、現場施工期間内における全ての月で現場閉所日数

の割合が 28.5％（８日/28日）以上の水準に達する状態をいう。 

ただし、暦上の土曜日・日曜日の日数の割合が 28.5％に満たない月において

は、当該月の土曜日・日曜日の合計日数以上の現場閉所を行っている状態をい

う。 

通期の４週８休以上とは、現場施工期間内の現場閉所日数の割合（以下「現場

閉所率」という。）が、28.5％（８日/28日）以上の水準に達する状態をいう。 



なお、降雨、降雪等による予定外の現場閉所についても、現場閉所日数に含め

るものとする。  

（４）現場閉所日とは、巡回パトロール及び保守点検等、現場管理上必要な作業を行

う場合を除き、１日を通して現場及び現場事務所が閉所された日をいう。 

（５）受注者の責によらない現場開所 

工事契約後、週休２日対象期間としていた期間において、受注者の責によらず

現場作業を余儀なくされる期間が生じる場合は、受発注者間で協議して現場閉所

による週休２日の対象外とする作業と期間を決定するとともに、変更契約時の設

計図書に対象外とする作業と期間を明示する。 

ただし、現場閉所による週休２日の対象外とする期間は災害対応等のやむを得

ない期間に限定すること。 

（６）やむを得ない現場閉所 

やむを得ず現場閉所による週休２日の対象外とする期間を設定する場合は、必

要最小限の期間とするものとする。また、現場閉所による週休２日対象外期間に

おいては、技術者及び技能労働者が交替しながら個別に週休２日に取り組めるよ

う、休日確保に努めるものとする。 

 

３ 現場閉所実績報告書 

受注者は、毎月末までに現場閉所実績報告書を作成し、監督職員が指定する日まで

に現場閉所実績報告書を提出するものとする。 

 

４ 総合工事工程表の作成  

受注者は、発注時の設計図書や発注者から明示される事項を踏まえ、総合工程表を

作成する。  

総合工事工程表を作成するに当たっては、当該工事の規模及び難易度、地域の実

情、自然条件、工事内容、施工条件等のほか、建設工事に従事する者の週休２日の確

保等、下記の条件を適切に考慮する。 

（１）建設工事に従事する者の休日（週休２日に加え、祝日、年末年始及び夏季休

暇）の確保  

（２）建設業者が施工に先立って行う労務・資機材の調達、調査・測量、現場事務所

の設置等の「施工準備期間」  

（３）施工終了後の自主検査、後片付け、清掃等の「後片付け期間」  

（４）降雨日、降雪・出水期等の作業不能日数  

  

５ 工事工程の共有  

（１）工事において、受発注者間で工事工程のクリティカルパスを共有し、工程に影

響する事項がある場合には、その事項の処理対応者を明確にするものとする｡  



（２）円滑な協議を行うため、施工当初において工事工程（特にクリティカルパス）

と関連する案件の処理期限（誰がいつまでに処理し、どの作業と関連するのか）

について、受発注者で共有するものとする。  

（３）工事工程の共有に当たっては、必要に応じて下請け業者（専門工事業者等の技

術者等）を含めるなど、共有する工程が現場実態にあったものとなるよう配慮す

るものとする。  

（４）工程に変更が生じた場合には、その要因と変更後の工事工程について受発注者

間で共有すること。また、工程の変更理由が受注者の責によらない場合は、適切

に工期の変更を行うものとする。  

 

６ 現場閉所の達成状況及び精査 

現場施工期間における全ての月ごとの現場閉所率が 28.5％に満たない場合は、補正

した労務費（公共工事設計労務単価、電気通信技術者、電気通信技術員及び機械設備

据付工）、機械経費（賃料）、共通仮設費率、現場管理費率及び市場単価等を請負代金

額の変更により減額するものとする。（労務費及び各諸経費の補正分は入札説明書等

による。） 

 

（２）週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）の場合 

ア 入札公告   

入札公告の１工事概要（７）の次に以下の文書を記載する。ただし、「見積活用方

式」及び「電子入札対象」に関する記載がある場合は、それらの次に記載する。  

 

（○） 本工事は、現場代理人、技術者及び技能労働者が交替しながら各人が週休２日

を確保する｢週休２日制工事（現場非閉所型・ 交替制）※【（発注者指定型）又

は（受注者希望型）】」の対象工事である。 

※【 】は、（発注者指定型）又は（受注者希望型）のいずれかを記載する。  

  

イ 入札説明書  

入札説明書の３工事概要（６）の次に以下の文書を記載する。ただし、「見積活用

方式」に関する記載がある場合は、その次に記載する。 

（○） 本工事は、現場代理人、技術者及び技能労働者（以下「現場代理人等」とい

う。）が交替しながら各人が週休２日を確保する「週休２日制工事（現場非閉所

型・ 交替制）※【（発注者指定型）又は（受注者希望型）】」の対象工事である。 

入札時においては、当初の予定価格から 現場施工期間内の各月において、現

場に従事する現場代理人等 の各人の休日日数の割合が、４週８休（28.5％（８



日/28 日））以上を満たすことを前提に、 労務費等を補正することにより工事費

を積算する。 

週休２日の考え方は下記のとおりである。  

ア 月単位の週休２日とは、現場施工期間において、 全ての月ごとに現場代理

人等が交替しながら各人が４週８休以上の休日確保を行ったと認められること

をいう。 

通期の週休２日とは、現場施工期間において、現場代理人等が交替しながら

各人が４週８休以上の休日確保を行ったと認められることをいう。 

イ 現場施工期間は、工事着手日から工事完成日までの期間とするが、そのう

ち、年末年始６日間及び夏季休暇３日間、工場製作のみの期間、工事全体の一

時中止期間、受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間などは含まな

い。 

ウ 月単位の４週８休以上とは、現場施工期間内に１週間以上現場に従事した現

場代理人等の各人について、現場施工期間内における全ての月ごとの休日日数

の割合が 28.5％（８日/28 日）以上の水準に達する状態をいう。ただし、暦上

の土曜日・日曜日の日数の割合が 28.5％に満たない月においては、休日日数が

当該月の土曜日・日曜日の合計日数以上となっている状態をいう。 

通期の４週８休以上とは、現場施工期間内に１週間以上現場に従事した現場

代理人等の各人について、現場施工期間内における休日日数の割合が 28.5％

（８日/28日）以上の水準に達する状態をいう。 

なお、降雨、降雪、荒天等による予定外の現場閉所日についても、現場閉所

日数に含めるものとする。 

エ 月単位の週休２日を達成できない場合において、通期の週休２日を達成した

場合は、補正係数を変更し、通期の週休２日を達成できない場合は、補正係数

を除し、補正した労務費等を請負代金額の変更により減額するものとする。 

 

（○） 現場開所日における現場代理人等の休暇取得に当たっては、工事現場における

運営、取締り及び権限の行使に支障がないこと並びに発注者との連絡体制の確保

状況について、事前に発注者の了解を得ること。 

建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条第３項の規定に基づき専任の

者でなければならないとされている主任技術者又は監理技術者（以下「監理技術

者等」という。）の休暇については、適切な施工ができる体制を確保するととも

に、その体制について、元請の監理技術者等の場合は発注者、下請の主任技術者

の場合は元請又は上位の下請の了解を事前に得ること。 

※【 】は、（発注者指定型）又は（受注者希望型）のいずれかを記載する。  

 



ウ 工事特記仕様書 

工事特記仕様書に、以下の文書を記載する。 

〇１ 本工事は、現場代理人、技術者及び技能労働者（以下「現場代理人等」とい

う。）が交替しながら、各人が週休２日を確保する「週休２日制工事（現場非閉所

型・交替制）」の対象工事である。 

 

２ 週休２日の考え方  

（１）月単位の週休２日とは、現場施工期間において、全ての月で現場代理人等が交

替しながら各人が４週８休以上の休日確保を行ったと認められることをいう。 

通期の週休２日とは、現場施工期間において、現場代理人等が交代しながら各

人が４週８休以上の休日確保を行ったと認められることをいう。 

（２）現場施工期間は、工事着手日から工事完成日までの期間とするが、そのうち、

年末年始６日間及び夏季休暇３日間、工場製作のみの期間、工事全体の一時中止

期間、受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間などは含まない。  

（３）月単位の４週８休以上とは、現場施工期間内に１週間以上現場に従事した現場

代理人等の各人について、現場施工期間内における全ての月の休日日数の割合が

28.5％（８日/28 日）以上の水準に達する状態をいう。ただし、暦上の土曜日・

日曜日の日数の割合が 28.5％に満たない月においては、休日日数が当該月の土曜

日・日曜日の合計日数以上となっている状態をいう。 

通期の４週８休以上とは、現場施工期間内に１週間以上現場に従事した現場代

理人等の各人における現場施工期間内における休日日数の割合（以下「休日率」

という。）が 28.5％（８日/28日）以上の水準に達する状態をいう。 

なお、降雨、降雪等による予定外の休日についても、休日日数に含めるものと

する。 

（４）休日の確認対象は、施工体制台帳に記載された建設会社等のすべての技術者等

とし、休日取得状況を確認するものとする。 

（５）工事契約後、週休２日対象期間としていた期間において、受注者の責によらず

交替制による週休２日の実施が困難な期間が生じる場合は、受発注者間で協議し

て交替制による週休２日の対象外とする作業と期間を決定するとともに、変更契

約時の設計図書に対象外とする作業と期間を明示する。ただし、交替制による週

休２日の対象外とする期間は災害対応等のやむを得ない期間に限定すること。 

（６）やむを得ず交替制による週休２日の対象外とする期間を設定する場合は、必要

最小限の期間とする。 

 

３ 現場閉所実績報告書 



受注者は、毎月末までに休日取得実績報告書を作成し、、監督官が指定する日ま

でに提出するものとする。 

 

４ 休日率の達成状況及び精査 

工事完成時において、現場施工期間における全ての月ごとの現場代理人等の休日

率が 28.5％に満たない場合は、補正した労務費（公共工事設計労務単価、電気通信

技術者、電気通信技術員及び機械設備据付工）及び現場管理費率を請負代金額の変

更により減額するものとする。 

 

１０ その他 

上記の取扱いについて、地域の実情等により、対応が困難な場合等については、こ

れらによらないことができる。 



別紙様式第１

工 事 名 ：

工 期 ：

令和 年 日

  月 曜日

工種 種別

（

日
）

（

日
）

（工期の最終月のみ記載）

日

日

％

備考

【凡例】

○ 現場閉所日

◎ 振替現場閉所日

× 振替工事日

雨 雨等休工日

夏 夏季休暇

年 年末年始休暇

現場施工期間内の現場閉所日数の合計（①）

現場施工期間の日数の合計（②）

現場閉所率（①÷②）

現場閉所実績報告書（  年  月）

備考

ア 現場閉所実績（イを除く）
ア

現

場

閉

所

実

績

の

日

数
（

イ

を

除

く
）

作

業

日

数

イ 現場施工期間に含まない現場閉所実績

（年末年始、夏季休暇、工場製作のみの期間、一時中止期間等）



別紙様式第２

工 事 名 ：

工 期 ：

会社名 氏名 備考

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

～ 日 日 ％

受 注 者 ：

会 社 名 ：

現場代理人氏名  ：

休日取得実績報告書

（  年  月末現在）

作成日：

現場施工期間
現場施

工日数
休日日数 休日率


